
首都直下地震対策に係る被害想定結果について
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間接被害（生産額の低下）
３９．０兆円

（１３．２兆円　　　　　　　　２５．２兆円　　　　　０．６兆円
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■被災地域内 ■国内（被災地域外） ■海外

経済被害　約１１２兆円　　

　（都心部）

　　

　◆東京湾北部地震M7.3 の震度分布

◆建物全壊棟数・火災焼失棟数

　　　　　　約８５万棟

　

◆死者数　約１１，０００人
　　　　　　　

　　　

◇負傷者数約２１０，０００人
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２．被害の概要　＜ 東京湾北部地震M７．３　冬夕方１８時　風速１５ｍ/ｓ＞

１．被害想定の前提条件
　①切迫性を有しているマグニチュード７クラスの１８タイプの地震動を想定（東京湾

北部等）
　②４つのシーン（冬朝５時、秋朝８時、夏昼１２時、冬夕方１８時）を設定
　③風速は３ｍ/ｓ（阪神・淡路大震災）と１５ｍ/ｓ（関東大震災）の２パターンを設定

 

■中野 

■池袋 

■新宿 

■上野 

■東京 

■渋谷 

■品川 

■四谷 

　（都心部）

◆帰宅困難者の発生　　　昼１２時で　約６５０万人

◆避難者の発生　　　　　最大約７００万人発生

　　　　　　　　　このうち、避難所生活者　最大約４６０万人

　　　　　　　　　　　　　　
約１１０万回線

（１４日）

不通電話回線数

約１２０万軒

（５５日）

ガス供給停止軒数

約１，１００万人

（３０日）

断水人口

約１６０万軒

（６日）

停電軒数

◆ライフライン施設被害

　※発災１日後の支障数、（　）内は復旧目標日数

◇瓦礫発生量約９，６００万トン

（揺れによる全壊棟数の分布）

（焼失棟数の分布）

構成比

説明資料４

※死者数が最大となるのは都心西部直下の地震で約１万３千人 １

構成比

揺れ　　　
　18％

液状化　4％

急傾斜崩壊　1％

火災焼失77％



首都直下地震対策の検討スケジュール

中央防災会議・専門調査会において中央防災会議・専門調査会において
検討開始検討開始

専門調査会において対策のとりまとめ専門調査会において対策のとりまとめ平成平成1717年夏頃年夏頃

「大綱」のとりまとめ「大綱」のとりまとめ平成平成1717年年
夏～秋頃夏～秋頃

「地震防災戦略」のとりまとめ「地震防災戦略」のとりまとめ

平成平成1717年度内年度内

※大綱：予防対策から応急対策、復旧・復興対策まで※大綱：予防対策から応急対策、復旧・復興対策まで
を含めた総合的な震災対策のあり方を示すマを含めた総合的な震災対策のあり方を示すマ
スタープランスタープラン

※地震防災戦略：被害想定をもとに人的被害、経済被※地震防災戦略：被害想定をもとに人的被害、経済被
害の軽減について達成時期を含めた具体害の軽減について達成時期を含めた具体
的な目標を定めるもの的な目標を定めるもの

平成平成1515年９月年９月

「活動要領」のとりまとめ「活動要領」のとりまとめ

※活動要領：地震発生した場合の、関係機関の応急対※活動要領：地震発生した場合の、関係機関の応急対
策活動の手順、役割分担を定めるもの　策活動の手順、役割分担を定めるもの　

平成平成1616年年1212月及び平成月及び平成1717年２月　　　被害想定結果を公表年２月　　　被害想定結果を公表

２


